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１　研究の背景・目的
１－１．解決すべき問題および研究プロジェクトの必要性
　被災地では人口減少と高齢化が進展しており、仮設住
宅の生活が長期化している地域では、コミュニティの弱
体化や被災者の孤立の問題が生じている。仮設住宅の孤
立死は、震災後５年間で岩手では38人（県警調べ、自殺
者を除く）であることが明らかになっている。本プロジ
ェクト開始直前の2016年３月にも釜石市で、50代男性が
衰弱した状態で、同居している80代母親が死亡している
状態でみつかっている。
　被災地では、孤立を防ぎ、孤立死や自殺を予防するた
めの見守りシステムづくりが喫緊の課題となっている。
しかし、人的な見守りは、自治会や民生委員など既存の
コミュニティにおける体制は再構築中であり、生活支援
相談員や仮設住宅団地支援連絡員などの緊急雇用による
仮設住宅の見守りがそれを補完している。また、被災地
では、発災直後から外部の支援機関によって復興支援と
してICT（情報通信技術）を活用した見守りシステムが
多数導入されているが、そうしたシステムのなかには地
域の人的な見守り体制とつながっていなかったり、利用
者の情報リテラシー育成がなされていなかったり、運営
コストが用意されていないなど、継続性に課題があると
ころが多い。
　こうした状況を背景として、2014年度からの復興加速
化プロジェクトにおいては、人的見守りとICT見守り双
方を重層化し、見守り情報を一元化する体制の構築が有
効であることを、釜石市鵜住居地区・平田地区等で実証
的に明らかにしてきた。しかし、このモデル的な取り組
みを釜石市全体に普及していくのが2016年度からの復興
加速化プロジェクト（本プロジェクト）開始時点の課題

であった。
　また、本プロジェクト開始時点の2016年時点において
は、東日本大震災津波の被災地での住宅復興は道半ばで
あった。応急仮設住宅には整備数の58％、16,223名が入
居していた。災害公営住宅は5,771戸整備する予定であ
ったが、2016年３月時点ではその48％にあたる2,748戸
しか完成しておらず、それ以後、仮設住宅の集約化や、
高台の住宅や災害公営住宅への転居が多くなる中で、孤
立防止と生活支援型コミュニティづくりが大きな課題と
なってくることが予想できた。
　さらに今回プロジェクトで新たに焦点をあてようとし
たのは、内陸への避難者である。岩手県内で被災地を離
れて内陸のみなし仮設住宅に入居している者は、2016年
２月現在、729世帯、1,526人となっている。内陸への避
難者は県境も越えており、今回フィールドとする一関市
では、岩手県４市町・宮城県８市町・福島県７市町、あ
わせて19市町村から590世帯、1,250人を受け入れている。
帰郷か定住かを迷いつつ、高齢になり生活再建の目途が
たたない被災者も多く、被災前の居住地の人間関係、現
在地における人間関係ともに希薄で孤立している人が多
い。
　ICT（情報通信技術）は、遠隔地に住む人と人をつな
ぐ機能をもっていることから、こうした被災者の被災前、
被災直後の居住場所、さらに今後の移転先いずれもの人
間関係をつなぎながら、見守り体制を再構築することの
意義は大きい。
１－２．研究プロジェクトが目指した成果
　１－４に記すこれまでの取り組みを踏まえて、本プロ
ジェクトでは次のような研究の深化と実装を目的とした。
①釜石市鵜住居地区と平田地区で実証実験をしてきた重

＜要　旨＞
　本プロジェクトでは、東日本大震災の被災地である釜石市鵜住居地区と平田地区、及び内陸初の災害公営住宅がある
一関市において、ＩＣＴ活用見守りと対人見守りを重層化・一元化する実証実験を、研究者が地域に介入し地域の多様
な関与者とともに問題解決を図るアクションリサーチの手法で取り組んできた。この有効性を検証することで、孤立防
止と生活支援型コミュニティづくりの社会技術が岩手県全域で普及することを目指している。
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の住民一人ひとりが主役となる取り組みであり、隣人や
民生委員・福祉施設や医療機関などの多くの住民や組織
が参画する見守り体制を促進することは、復興実施計画
の重視する視点「多様な復興主体が連携しながら、地域
社会の持続性を重視した取組を進めること」そのもので
ある。
１－４．研究プロジェクト実施の準備状況
　小川晃子をリーダーとする学際的なプロジェクトにお
いては、2003年以降、地域の多様な関与者と連携し、高
齢者の能動的な安否発信システム「お元気発信」1）を基
盤とした孤立防止とコミュニティづくりの社会実装に段
階的に取り組んできた。
　高齢化・過疎化の先進地である旧川井村におけるお元
気発信開発・実装した第１次、岩手県・青森県全域を対
象とした固定電話機利用のお元気発信を開発・実装した
第２次、科学技術振興機構の採択を受け「ＩＣＴを活用
した生活支援型コミュニティづくり」として展開した第
３次、第３次で開発した社会技術を被災地の復興支援に
活かした第４次の取り組みである。また、福島県飯館村
や浪江町、宮城県名取市などの県外被災地における取り
組みや、スマートフォンやテレビによる見守りなど多様
なデバイスによる見守りの開発も進めてきた。こうした
取り組みの発展として、被災地における重層的見守りに
取り組んだのが、2014年度からの復興加速化プロジェク
トを含む第５次の取り組みである。（図１参照）。

層的見守りをさらに継続するとともに、その成果を行政
や医療・福祉関係者・市民に説明・広報することで理解
を得て、釜石市が2025年までに取り組む地域包括ケアシ
ステム構築のなかで取り入れられるように働きかける。
②新たに一関市をフィールドとして、これまで開発して
きた社会技術（重層的・一元的見守りシステム）を活用
して内陸初の災害公営住宅に移住した被災者、及び沿岸
からの被災者の見守り体制を構築する。また、これと関
連して一関市全域における地域包括ケアシステムに資す
ることができるよう、被災者以外の市民の孤立防止とコ
ミュニティづくりについても実証実験を行い、その成果
の実装を目指す。
③上記の取り組みの研究的成果を論文等にまとめ、広報
する。
④上記の取り組みをもとに、県内全域に重層的見守り体
制を普及するための政策提言や合意形成への働きかけを
行う。
１－３．東日本大震災からの復興への貢献
　全県的な見守りネットワークの再構築を図ることは、
被災地を離れて暮らす被災者を含め、岩手県東日本大震
災津波復興計画の第２期実施計画における「暮らし」再
建の「被災者一人ひとりが安心して心豊かに暮らせる生
活環境を実現」することに貢献するものである。また、
全県的な見守りネットワークを整備することは、岩手県
全体の復興へ貢献するものである。
　高齢者自身が能動的に安否を発信する取り組みは地域

図１．本プロジェクト以前の取り組み状況
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２　研究の内容（方法・経過等）
　産学官と市民の連携によるプロジェクト体制でアクシ
ョンリサーチを実施した。アクションリサーチとは、多
様な関与者と連携し、研究者が地域に介入して問題解決
を図る方法である。研究者が説明会・ワークショップ・
研修・講演等で対話を重ねながら、地域の資源とニーズ
を把握し、新たな課題解決方法（仮説）を提示し、実証
実験を行いながら協働で検証してきた。
　学における研究者は、岩手県立大学の社会福祉学部・
看護学部教員と、日本遠隔医療学会の在宅見守り支援分
科会構成メンバーを中心とする共同研究者である。また、
岩手県立大学社会福祉学部のコミュニティ福祉サービス
実習の受講生である学生も参加している。
　官は、2014年に発足した「岩手県におけるICTを活用
した孤立防止と生活支援型コミュニティづくりに関する
研究会」のメンバーである岩手県保健福祉部や岩手県社
会福祉協議会に加えて、小川が研究代表者をつとめるい
わて未来づくり機構の医療・福祉連携作業部会の事務局
である政策地域部、及びフィールドの市町村である釜石
市・一関市の市役所と社会福祉協議会が連携した。
　また産は、鵜住居におけるタブレットによる仮設住宅
団地支援連絡員システムの共同研究者である㈱ＮＴＴド
コモと、買い物支援見守り策である「まごころ宅急便」
の共同研究者であるヤマト運輸㈱との連携体制である。
　本プロジェクトにおいては、フィールドの見守りセン
ターは、釜石市鵜住居地区では社会福祉法人愛恵会が受
託している仮設住宅サポートセンターが、釜石市平田地
区では特別養護老人ホームあいぜんの里を運営する社会
福祉法人清風会が、一関市においては介護付き有料老人
ホームいわいの郷を運営する医療法人三秋会、及び一関
市社会福祉協議会が役割を担った。この体制をつくるた
めに、両市の医師会・薬剤師会等の理解と協力もいただ
いた。
　見守りのモニターは、釜石市鵜住居地区では仮設住宅
団地に居住する高齢者、釜石市平田地区では在宅生活を
する高齢者、一関市山目沢内地区では内陸部では最初の
災害公営住宅として2016年５月に整備された沢内アパー
トの住民に協力を依頼した。釜石市平田地区では民生委
員、一関市山目沢内地区では民生委員・保健推進委員・
区長・アパートの管理人等、多くの見守り者の理解と協
力も得た。
　図２と図３は、フィールドにおける関与者への活動の
状況である。図２は2017年６月19日に釜石市平田のあい
ぜんの里において、スマホ活用型の血圧測定器への切り
替えにあたって、機械操作の説明を学生等と行っている
場面である。図３は、2017年７月４日に一関市沢内のい
わいの郷において、お元気発信モニターや民生委員等の
意見聴取を行うとともに、ハンドマッサージを行いなが
ら高齢者の意見聴取をしている場面である。

　第５次の取り組みは、復興庁の「新しい東北先導モデ
ル事業」や、米国クアルコム社の助成（2016年は日本遠
隔医療協会が、2017年からは岩手県立大学が受託）など、
競争的な外部資金を獲得して実証実験や実装を行ってき
た。その資金の区分は、表１に示す通りである。

　本プロジェクトを運営するための産学官の多様な関与
者によるアクションリサーチの体制は、プロジェクト開
始時点ですでに構築されていた。1-3に記した第２次の
取り組み段階から、岩手県保健福祉部・岩手県社会福祉
協議会と連携して高齢者が固定電話を使って安否を発信
するおげんき発信を開発し、岩手県社会福祉協議会の事
業として現在まで運営してきた。また、「岩手県地域
福祉支援計画（第２期：2014年～2018年）においても、
「見守り体制の充実・強化」のなかで「おげんき発信の
普及・促進」が位置づけられた。さらに、第５次の取り
組みからは、いわて未来づくり機構の「医療・福祉連携
体制」の作業部会活動と位置づけ、知事や政策地域部に
も報告し理解を得てきた。
　フィールドとしてきた釜石市においては、第４次とそ
れに続く第５次の取り組みの中で、２つの地区でモデル
となる重層的な見守り体制を構築してきた。その１つで
ある鵜住居地区では、東日本大震災津波発災後半年を経
た時点から、図４に示すように、社会福祉法人愛恵会が
受託している仮設住宅サポートセンターを見守りセンタ
ーとし、重層的見守り体制を段階的に整備してきた。ま
た、釜石市平田地区では、2015年10月時点から図５に示
すように、社会福祉法人清風会が運営する特別養護老人
ホームあいぜんの里を見守りセンターとした重層的な見
守り環境を整備してきた。この取り組みを進めるにあた
っては、あいぜんの里施設長の古川明良氏により行政や
医療・福祉関係者に声かけし、研究者との対話を重ね、
ネットワークを形成してきた。

表１．本プロジェクトを含む第5次「被災地における重層的見守り」に
　　　おける研究資金の使途区分

資金 合意形成 システム開発 実証実験運用

復興加速化プロ
ジェクト（岩手
県立大学）

2016年度以降の
岩手県全体にお
ける産学官市民
連携の合意形成

・釜石市の平田
地区以外
・一関市

Wireless Reach
助成（クアルコ
ムジャパン㈱）

釜石市平田地区

新しい東北(復興
庁)

2014年度の実装
フィールド（釜
石市含む）合意
形成

共同研究（㈱Ｎ
ＴＴドコモ）

平田地区での
ポータルサイト
開発・実験

共 同 研 究
（シャープ㈱）

ポータルサイト
でのテレビ見守
り可能性検討
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心身の異変の早期把握として機能していたこと、及び利
用者本人にとって見守られる安心感を与えていたことが
わかる。

３　これまで得られた研究の成果（結果等）
３－１．釜石市鵜住居地区における成果
３－1－１．鵜住居地区での見守り体制
　1-4で記したように、釜石市鵜住居地区においては、
2011年度から、図４に示す通りの仮設住宅住民の見守り
体制を構築し、これを本プロジェクトでも継続してきた。

　ICTを活用した見守りのなかで、国立研究開発法人情
報通信研究機構が導入した血圧測定は2012年度に、次い
で岩手医科大学及び連携する盛岡市立病院等が導入した
血圧測定は2014年度で終了した。また、㈱NTTドコモ
が復興支援として導入したタブレットを活用した仮設住
宅団地支援連絡員サポートシステムは2014年度で終了し
ている。
　本プロジェクトにおいては、電力中央研究所が導入し
た電気使用量センサー利用２名と、青森県社会福祉協議
会のサーバを利用したお元気発信利用者９名が2018年３
月末まで継続し、仮設住宅の集約化により鵜住居のサポ
ートセンターの縮小に伴い社会実験を終了した。
３－１－２．鵜住居地区での評価
　本プロジェクトで、お元気発信を６年半利用したこと
による効果について、サポートセンターの社会福祉士で
ある石田正子氏は表２に示すように事例分析をしている。
これらのケース分析を通して、サポートセンター職員の
対人的な見守りや生活支援を行うために、お元気発信が

図2．釜石市平田地区での血圧機器説明と意見聴取の様子

図3．一関市でのモニターや地区住民からの意見聴取の様子

表2．鵜住居仮設住宅におけるお元気発信利用の効果
―サポートセンターの社会福祉士石田氏による分析―

図４．鵜住居地区における見守り体制

註）全ケース「独居」

性 年 お元気発信の効果（サポートセンター社会福祉士の語り）

男 70代 お元気発信がなかったので、訪問すると風邪で体調が悪い
との訴えがあり、すぐに県立釜石病院への受診を支援し、
その結果、肺炎の診断で入院となった。しかし1か月近く
入院するも回復せず、死去された。残念な結果ではあった
が、お元気発信を利用されていなければ受診が遅れ仮設の
自室で重篤な状態になっていた可能性は高い。

女 80代
後半

歩行はシルバーカーを使用。難聴の為、電話の音に気付か
ないことが多い。お元気発信がなかった時は訪問にて安否
確認を行っていたが、体調不良の訴えも多く、ご自分で救
急車を要請することも何度かあり、状況によっては受診の
支援も行っていた。具合が悪くてもサポートセンターの職
員が察知して来訪してくれるとの思いが、在宅生活を支え
ていたと話していた。現在は特別養護老人ホームに入所さ
れている。

男 60代 お元気発信がなくて電話や訪問するも応答なく、また隣人
からうめき声がするとの情報があったので、親族に連絡し
実弟が玄関のガラスを割って入室すると、ベットの下で倒
れていた。救急搬送し脳梗塞で入院となる。部屋に踏み込
むかどうか、緊急事態の判断の一つとして、お元気発信の
役割は大きかったと思う。その後リハビリを終えて退院
し、介護サービスを利用しながら独居生活を送っていた
が、心不全で入院し、入院中に内出血を発症し死去され
た。

女 70代 当初はきちんとお元気発信されていたが、未発信が顕著に
なり訪問してみると日によっては電話の使用が出来なく
なっていた。発信手順を説明しながら一緒に発信すること
も多々あったが、認知症の疑いもあり、専門医を受診して
介護サービスにつなげた。お元気発信が未発信の場合は定
期訪問より早い時間に訪問して安否確認をしていたが、あ
る朝お元気未発信で訪問すると、意識状態が悪く緊急性を
感じた為救急車を要請。心筋梗塞を発症していて発見が1
～2時間遅ければ助からなかったかもしれないとの医師の
所見だった。急な体調不良を察知する手段とて、お元気発
信が役割を果たしたケースだった。

男 60代 お元気発信は几帳面にほぼ毎日発信される方が、未発信で
携帯電話も留守電。何度電話しても応対なく訪問すると玄
関は未施錠。日中なのに浴室から明かりがもれていた。緊
急性を感じた為、行政機関に応援を要請し入室すると浴室
で自死されていた。震災で勤務先が被災し、新しい仕事を
模索していたが、それも行きづまっていたらしい。残念な
結果ではあったが、お元気発信が緊急性を察知する手段と
なり早期に行政や警察につなげことが出来た。

男 60代 知的障害の疑いがあり精神科入院歴も数度ある。生活困窮
気味で、お元気発信の費用が負担との訴えでフリーダイヤ
ルを導入したが、いくら説明しても理解してもらえずお元
気発信の利用を中止してしまった。その後脳内出血を発症
し自室で亡くなっているのを、訪問した職員が発見。お元
気発信を継続していれば、体調不良等を早期に察知できた
のではと、悔やまれるケースだった。

男 70代 感情の起伏が激しく双極性障害が疑われ、精神科受診につ
なげるも継続受診を本人が拒否し、周囲の人たちとのトラ
ブルが絶えなかった。お元気発信は早朝に発信されること
が多く、発信時間で生活状況の乱れを察知したり、躁状態
か鬱状態かを察知する手段になっていたケース。現在は有
料老人ホームに入所中。

男 60代 他者とのコミュニケーションが苦手で、電話や訪問で安否
確認を試みても、応答がないことが多かった。年に数度、
飲酒を続けて勤務先を無断欠勤する事があったが、平成28
年11月欠勤が続き、お元気発信もなかったことより、行政
に連絡し合鍵で入室したら、酔いつぶれて倒れていた。
カーテンが燃えていて、もう少し遅かったら大変な事態に
なる所だった。このケースも緊急事態と判断する手段とし
てお元気発信が役にたっている。部屋はゴミであふれ、使
用不可能。隣室に転居する事となる。その後は断酒会に積
極的に通い飲酒はしていない。公営の復興住宅に転居され
た後も、お元気発信は継続。人とつながっていることで、
安心感を得ているようだ。
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っくん」を２名のモニターが利用し、別居親族とともに
あいぜんの里が見守りを行っている。
　ICTを活用した見守り情報は、あいぜんの里施設長を
通じて地域の民生委員に適宜伝えられ、民生委員による
対面見守りとあわせて地域での見守り体制が形成されて
いる。
３－２－２．平田地区での評価
　2017年４月から５月にかけて集団配布・回収と個別配
布・留め置き回収の併用で実施し、お元気発信と血圧見
守り利用15名の回答を得た。以下、この結果は（小川等
2017）を引用する。
　男性は８名、女性は７名で、前期高齢者が７名、後期
高齢者が８名であった。お元気発信は血圧測定見守りよ
り利用者の平均年齢が高かった。（表３）

　主観的な健康は、13名が「健康」、２名が「あまり健
康ではない」と回答していた。
　介護保険は４名が認定を受けており、要支援１が３名、
要支援２が１名であった。（表４）

　家族構成は、独居が８名、高齢夫婦のみが３名で、高
齢世帯は合せて11名であった。（表５）
　モニターの活動能力を把握するために、一人暮らし高
齢者が自立し活動的に暮らすために必要な能力を測定す
る尺度として開発された「JST式活動能力指標」（鈴木
他2013）を用いて測定した。この尺度は４項目（各１
点）の質問で構成される４領域の得点（４点満点）とそ
の合計点（16点満点）で構成されている。お元気発信の
み利用者は、情報収集能力以外の項目はすべて全国平均
以下であり、特にATMや携帯電話等の新たな情報機器
利用の能力は低い。これに対して、血圧のみ利用者は、
ずべての項目において全国平均を上回っていた。(表６)
　お元気発信を利用することで、「突然異変が起きても
発見し助けてもらえる」という安心は利用者全員が感じ
ていた。お元気発信のみを利用しているモニターのほう
が血圧併用者より強く安心を感じる傾向があった｡(表7)
　あいぜんの里が見守りセンターになっていることは全
員が「とてもよい」と回答していた。（表８）
　お元気発信を忘れて見守りセンターから電話がかかっ

３－２．釜石市平田地区における成果
３－２－１．平田地区での見守り体制
　釜石市平田地区においては、2015年10月に図５に示す
見守り体制を構築し、本プロジェクトでも継続してきた。
このなかで、釜石市社会福祉協議会の事業として実施さ
れている見守り付き買い物支援策である「まごころ宅急
便」は、委託先のヤマト運輸により平田地区にあるスー
パーマーケットの商品を仕入れることで運用を開始した
が、１箱500円の見守り運用を含む手数料が阻害要因と
なり、ほとんど利用されない状態が続いている。

　ICTを活用した見守りは、３種類とも2018年７月現在
まで継続しているが、お元気発信と血圧伝送の機器とシ
ステムは変化があった。血圧伝送は、高齢者が自宅で血
圧を測定しそのデータが専用回線で送信されるケルコム
㈱のぽちっとらいふを10名が利用し実験を開始したが、
そのサービスが会社都合により停止されることになり、
2017年６月にスマートフォン経由で血圧データを伝送す
る仕組み（帝人ファーマ㈱のバイタルリンク）を採用せ
ざるを得なくなった。この切り替えの際には、シニア用
のスマートフォンである㈱ＮＴＴドコモのらくらくホン
を配布し、操作を学生が説明した上で利用を切り替えた。
血圧データは、あいぜんの里とともに、本プロジェクト
で依頼した看護師が見守り、月次レポートを送付してい
る。
　お元気発信は11名が固定用の電話機で「１元気」「2
少し元気」「3わるい」「4話したい」のいずれかを押す
方式で実験を始めたが、うち６名は自宅の固定電話が
アナログ回線であっためサーバに電話をかけるだけで
「元気」とみなす「かけるだけ発信」となった。さらに、
2017年６月に血圧伝送方法を切り替えた際に、らくらく
ホンにインストールされているお元気発信アプリ「つな
がりほっとサポート」の利用に切り替えた。この操作も
学生が説明をしたが、実際にこれで発信できたのは3名
であった。お元気発信は、あいぜんの里とともに岩手県
立大学の見守りプロジェクト室で毎日見ており、別居親
族にもメールでしらせている。
　見守り機能付き服薬支援装置は、㈱石神製作所の「ふ

図５．釜石市平田地区における見守り体制

表３．性別・年齢

表４．介護認定

見守りの活用
性別 年代

計 平均
年齢男 女 65～

69
70～
74

75～
79 80～

お元気発信のみ 3 2 0 0 3 2 5 79.60

お元気発信・血圧 3 3 0 3 1 2 6 77.17

血圧のみ 2 2 2 2 0 0 4 70.00

合計 8 7 2 5 4 4 15 76.07

見守りの活用 受けていない 要支援１ 要支援２ 計

お元気発信のみ 3 1 1 5

お元気発信・血圧 5 1 0 6

血圧のみ 3 1 0 4

合計 11 3 1 15
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ては、９名が肯定的、１名が否定的であった。（表14）
　10名全員が今後の継続意向を示していた。（表16）

　お元気発信と血圧見守りを両方利用している６名に
対し、どちらの見守り方法に意味を感じるか設問する
と、５名は「どちらにも同様に意味がある」と回答した。
（表17）
　「あなたの生活の支援やケアを地域で行いやすくする
ために、今後、あなたのお元気発信や血圧測定等のデー
タを、かかりつけの医療機関や社会福祉機関の職員が共
有してもよいと思いますか。それとも共有してほしくな
いと思いますか。共有する場合は、あなたの同意があっ
ての上です」という設問に対して、13名が共有を肯定し
た。（表18）

てきた経験は９名が「ある」と回答しており（表９）、
その全員がその電話がかかってきたときに「こうして確
認しているから異変が起きてもわかってもらえると感じ
た」と回答していた。（表10）
　11名全員が今後の継続を示していた。（表11）

　血圧測定の頻度については、10名の利用者全員が「ほ
とんど毎日」と回答していた。（表12）
　血圧測定見守りを利用することで、９名が以前より健
康に関心を持つようになったと回答していた。（表13）
　血圧測定データに看護師がコメントを出すことについ

表5．家族構成

表17.お元気発信と血圧測定の意味

見守りの活用 独居 夫婦のみ 夫婦と
子ども その他 計

お元気発信のみ 3 1 0 1 5

お元気発信・血圧 5 1 0 0 6

血圧のみ 0 1 2 1 4

合計 8 3 2 2 15

表14．血圧データを看護師がみていることへの評価

見守りの活用 とても
よい

どちらか
といえば
よい

どちらか
といえば
よくない

とても
よくない 計

お元気発信・血圧 5 0 1 0 6

血圧のみ 2 2 0 0 4

合計 7 2 1 0 10

見守りの活用
どちらか
といえば
お元気発
信に意味

どちらも
同様に意
味がある

どちらか
といえば
血圧測定
に意味

その他 計

お元気発信・血圧 1 5 0 0 6

表6．活動能力指標得点（平均点）

見守りの活用 新機器
利用 情報収集 生活マネ

ジメント 社会参加 計

お元気発信のみ 0.40 3.60 2.20 1.60 7.80

お元気発信・血圧 2.67 3.16 2.50 1.50 9.83

血圧のみ 3.50 4.00 3.50 3.75 14.75

合計 2.13 3.53 2.66 2.13 10.46

(参考）全国平均 2.30 2.90 2.80 1.70 9.70

表7．お元気発信利用による異変把握への安心感

見守りの活用 とても
感じる

どちらか
といえば
感じる

どちらか
といえば
感じない

全く感じ
ない 計

お元気発信のみ 4 1 0 0 5

お元気発信・血圧 2 4 0 0 6

合計 6 5 0 0 11

表8．見守りセンター評価

見守りの活用 とても
よい

どちらか
といえば
よい

どちらか
といえば
よくない

とても
よくない 計

お元気発信のみ 5 0 0 0 5

お元気発信・血圧 6 0 0 0 6

合計 11 0 0 0 11

表9．発信を忘れて見守りセンターから電話がかかってきた経験

見守りの活用 ある ない 計

お元気発信のみ 3 2 5

お元気発信・血圧 6 0 6

合計 9 2 11

表10．「こうして確認しているから異変がわかる」と思ったか

見守りの活用 はい いいえ 計

お元気発信のみ 3 0 3

お元気発信・血圧 6 0 6

合計 9 0 9

表11.お元気発信継続意向

見守りの活用 続けたい 続けたくない 計

お元気発信のみ 5 0 5

お元気発信・血圧 6 0 6

合計 11 0 11 表18.医療と社会福祉の情報共有への評価

表12．血圧測定の頻度

見守りの活用 ほとんど
毎日

２～３日に
１回くらい 不定期 計

お元気発信・血圧 6 0 0 6

血圧のみ 4 0 0 4

合計 10 0 0 10

表13．健康に関心を持つようになったか

見守りの活用 関心を持つ
ようになった 変わらない 関心を持た

なくなった 計

お元気発信・血圧 5 1 0 6

血圧のみ 4 0 0 4

合計 9 1 0 10

見守りの活用 共有して
ほしい

共有して
ほしくない わからない 計

お元気発信のみ 5 0 0 5

お元気発信・血圧 5 1 0 6

血圧のみ 3 0 1 4

合計 13 1 1 15

表15．看護師からアドバイスや注意を受けた経験

見守りの活用 ある ない 計

お元気発信・血圧 5 1 6

血圧のみ 2 2 4

合計 7 3 10

表16．血圧測定継続意向

見守りの活用 続けたい 続けたくない 計

お元気発信・血圧 6 0 6

血圧のみ 4 0 4

合計 10 0 10
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３－３．一関市における成果
３－３－１．一関市での見守り体制
　一関市においては本プロジェクト開始時点の2016年度
前半に、釜石市の重層的見守りの成果を、一関市役所や
一関市社会福祉協議会、医師会・薬剤師会役員、医療法
人三秋会など多様な関与者に複数回説明をし、社会実験
の対象となる地区の選定から話し合いを始めた。
　当初は、宮城県の気仙地区から県境を越えて避難して
いる仮設住宅住民を対象とした取り組みを提案したが、
そうした仮設住宅は2016年度後半から集約されるため、
フィールドとして成立しなかった。

　市役所との話し合いの結果、一関市山目沢内地区に県
内における内陸部では最初の災害公営住宅として2016年
５月に整備される沢内アパート２号棟において、孤立死
防止と住民のコミュニティづくりのために、重層的見守
り体制構築を行うこととなった。その際には、従来から
ある市営沢内アパート１号棟の住民にも声かけをしたが
応じる住民がでてこず、結果的には災害公営住宅である
２号棟の住民のみが実験に協力する形となった。
　2016年12月から2017年１月17日にかけて説明会を開催
し、図６の重層的見守り体制を提案したが、お元気発信
の利用者６名の協力は得られたものの、まごころ宅急便
（一関市社会福祉協議会事業）と血圧伝送、及び服薬支
援見守りの協力者を得ることはできなかった。プロジェ
クト最終段階において、服薬支援見守りを有料老人ホー

　本プロジェクト最終段階の2018年３月に、お元気発信
と血圧見守の利用者13名を対象として郵送配布・郵送回
収調査を実施し、12名の回答を得た。
　お元気発信を利用することで「突然異変が起きても発
見し助けてもらえる」という安心は11名が感じていた。
（表19）
　あいぜんの里が見守りセンターになっていることは全
員が肯定的な評価をしていたが、前回調査に比較すると
「とてもよい」から「どちらかといえばよい」に移る傾
向がみられた。あいぜんの里で集団配布調査をするより、
郵送調査のほうが本音がでたものと推測される。（表
20）
　10名が今後の継続意向を示し、２名が示さなかった。
（表21）「続けたくない」と回答した１名は、「民生委
員として多忙であり、毎日多様な外部の人と会っている
ことから異変も把握される可能性が高いため、しばらく
発信を辞めたい」との意見を述べているが、実際には発
信を継続している。

　血圧測定の頻度については、11名の利用者全員が「ほ
とんど毎日」と回答していた。（表22）
　血圧測定見守りを利用することで、８名が以前より健
康に関心をもつようになったと回答していた。（表23）
　血圧測定データに看護師がコメントを出すことについ
ては、８名が肯定的、３名が否定的であった。（表24）
　９名が今後の継続意向を示し、２名が示さなかった。
（表25）
　いずれの項目も前回調査に比較し１・２名否定者が増
えているが、これもあいぜんの里における集団配布から
郵送調査に切り替わったことにより本音がでたものと推
測される。しかし、継続したくないと意思を表明した民
生委員１名は、お元気発信同様に「多忙である」ことが
理由であり、「血圧測定はしたいが、伝送は面倒なので
したくない」と語っている。
　服薬支援見守りを利用している２名のうち、１名は今
後の継続意向を示し、１名は示さなかった。（表26）

表19．お元気発信利用による異変把握への安心感

表20．見守りセンター評価

表21．お元気発信継続意向

表22．血圧測定の頻度

とても感じる どちらかと
いえば感じる

どちらかとい
えば感じない 全く感じない 計

合計 6 5 1 0 12

とてもよい どちらかと
いえばよい

どちらかとい
えばよくない

とても
よくない 計

合計 7 5 0 0 12

表24．血圧データを看護師がみていることへの評価

とてもよい どちらかと
いえばよい

どちらかとい
えばよくない

とても
よくない 計

合計 8 1 2 0 11

続けたい 続けたくない 無回答 計

合計 10 1 1 12

ほとんど毎日 ２～３日に
１回くらい 不定期 計

合計 11 0 0 11

表23．健康に関心を持つようになったか

関心を持つ
ようになった 変わらない 関心を持たなく

なった 計

合計 8 1 2 11

表25．血圧測定継続意向

続けたい 続けたくない 無回答 計

合計 9 1 1 11

表26．服薬支援見守り継続意向

続けたい 続けたくない 計

合計 1 1 2

図６．一関市沢内地区における見守り体制
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　本プロジェクトが目指した成果を達成したかを検証し
つつ、今後の具体的展開についてまとめていく。
　まず、釜石市鵜住居地区での見守り体制は仮設住宅の
集約化に伴って完了したが、６年半の社会実験は、異変
把握で効果があった（表２参照）。ここで検証した仮設
住宅における見守りの社会技術は、2018年度さんりく基
金調査研究事業の採択を受けた「長期間の避難生活を余
儀無くされている仮設住宅における見守りシステムの構
築」（代表小川晃子）において、仮設住宅での住まいが
2020年度まで継続する山田町等の仮設住宅で活かすこと
となった。
　また、釜石市平田地区の重層的見守りは、見守りセン
ターである特別養護老人ホームあいぜんの里を運営する
社会福祉法人清風会が主体となり、社会福祉法人の社会
貢献事業として継続していくことになった。クアルコム
ジャパン㈱の助成は、平田から東丹に地域を拡大し、ス
マホによる見守りモニターを増加するなどの社会実験を
2018年12月まで継続する予定である。
　本プロジェクトの報告会を2018年８月６日に釜石・大
槌地域産業育成センターにおいて岩手県立大学地域政策
研究センター主催で開催し、共同研究者複数から成果報
告をするとともに、モニター・民生委員等の関与者を含
めたパネルディスカッションを行うことになった。この
報告会は、釜石市や釜石市社会福祉協議会の後援を得て
おり、市職員や医療・福祉関係者の参加も得ることから、
これを契機に釜石市における地域包括ケアシステム構築
のなかでプロジェクトの成果が普及する契機になりうる。
次に、一関市フィールドにおける成果についてである。
短期間の社会実験であったため、モニター利用は少数
であったが、災害公営住宅住民を有料老人ホームいわ
いの郷と一関市社会福祉協議会の生活支援相談員が見守
る体制は継続することとなった。2017年８月26日に機能
強化型在宅療養支援チーム“いわい西”が主催し、一関
市と平泉町が共催する「『在宅医療』知っていますか？
―家で最期まで療養したい人に－」のパネルディスカッ
ション「あなたの暮らしを支えあうそれぞれの活動」に
おいて、小川がパネリストとして登壇し本プロジェクト
の取り組みを話した。これにより、一般市民や医療・福
祉関係者の周知を得ることができた。また、一関市が策
定した「一関市高齢者福祉計画」（計画年度2018～2020
年度）に本プロジェクトの取り組みが記載され（Ｐ41・
54）、一関市における成果の実装が期待できる状況とな
った。
　本プロジェクトの研究成果については、日本遠隔医療
学会2018年度の研究大会において、在宅見守り支援分科
会報告として、プロジェクト共同研究者のうち５名（鈴
木亮二・小川晃子・齋藤昭彦・鎌田弘之・千田睦美：発
表順）が報告し、その内容は日本遠隔医療学会雑誌第13
巻第２号のP95からP114までに掲載された。これらの論
文については、日本遠隔医療学会の許可を得て、本稿と

ムいわいの郷（医療法人三秋会運営）に１台設置し、評
価を得るための試行を継続している。
　お元気発信の状況は、沢内アパートに隣接する有料老
人ホームいわいの郷職員と、一関市社会福祉協議会の生
活支援相談員、及び岩手県立大学の見守りプロジェクト
室が確認を分担した。異変等の懸念がある場合は、この
３つのセンターからアパート管理人（本人もお元気発信
を利用）や民生委員等地域の見守り者に共有される体制
が形成された。
　2017年６月19日に一関市沢内のいわいの郷において、
お元気発信モニターと有料老人ホーム入居者、及び市役
所や市社会福祉協議会生活支援相談員、地区の民生委
員・区長等の関与者に集まっていただき、茶話会を行う
とともに、学生がハンドマッサージを行いながら意見聴
取をした。これにより、災害公営住宅住民と地域の見守
り者等の関係づくりが促進した。また、この時点で民生
委員に促された夫婦が来場し、視覚に障害をもつ50代男
性が、妻が勤務時に夫のお元気発信結果をメールで把握
することを評価され、利用を開始することになった。こ
の結果、全７名のお元気発信利用となった。
３－３－２．一関市での評価
　利用開始３ヶ月後の2017年３月下旬に、お元気発信を
利用している６名を対象に郵送配布・郵送回収で調査を
実施し、５名の回答を得た。
　独居が１件（回答者の年齢は58歳―以下同様）、高齢
夫婦のみが２件（66歳・76歳）、高齢夫婦と子供が２件
（69歳・79歳）であった。管理人がいずれの世帯にもお
元気発信を推挙している影響から、独居以外の世帯での
利用が多い結果となった。
　いずれの世帯でも、お元気発信により見守られること
への安心感を回答しており、全ての世帯が継続意向を示
した。（表27・表28）
　

　2018年３月の本プロジェクト終了時に継続意向調査を
実施し、７名のうち４名が継続意思を示した。就労して
いる家族同居世帯３件が停止した。継続利用者の見守り
は、いわいの郷と一関市社会福祉協議会がそれ以後も行
っていくこととなった。
　また、服薬支援見守りを利用しているいわいの郷入居
者１名については、別居親族といわいの郷職員が見守り
を継続している。

４．本プロジェクトにおける目標の達成状況と今後の具
体的展開

表27．お元気発信利用による異変把握への安心感

とても
感じる

どちらか
といえば
感じる

どちらか
といえば
感じない

全く感じ
ない 計

合計 3 2 0 0 5

表28．お元気発信継続意向

続けたい 続けたくない 計

合計 5 0 5
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がり、さらに計画実行の過程と結果の評価（Check）が
次のコミュニティでの取り組みにつながるというアクシ
ョンリサーチのスパイラルな循環（図７参照）が創出で
きたことになる。今後は、これをさらに2018年度に取り
組む予定の山田町や県内他市町村における重層的見守り
のアクションリサーチや、AI・IoTを活用した重層的見
守りなど新たな手法開発のサイクルに循環させていく予
定である。
　こうしたスパイラルな循環を通して、研究成果の他の
コミュニティへの波及や新たな社会問題解決を行うため
の要件設定の検証が、今後に残された課題である。

５　その他
倫理的配慮
　本プロジェクトは、岩手県立大学倫理審査委員会の承
認（承認番号154）を得ている。
利益相反
　本プロジェクトは、申告すべき利益相反状況は無い。
謝辞
　本プロジェクトは岩手県立大学地域政策研究センター
の復興加速化プロジェクトの研究費採択を受けたもの
であるが、表１に記したようにクアルコムジャパン㈱
のWireless Reach助成等も平田フィールドで受けている。
また復興庁の新しい東北採択や、㈱NTTドコモの復興
支援、シャープ㈱の共同研究もプロジェクトの基盤とな
っている。ここに記し、深謝の意を表したい。　　
　実証実験に協力いただいた冒頭の参画機関に記した機
関、それ以外の一般社団法人釜石医師会、㈲中田薬局、
一般社団法人一関市医師会、一関薬剤師会、南釜石地区
民生児童委員協議会、唐丹地区民生児童委員協議会、一
関市民生児童委員協議会、㈱みずかみの皆様、及びモニ
ターになってくださった方々、フィールドの区長や保健
推進委員等の多様な関与者に厚く御礼申し上げる。
参考文献（※は本プロジェクトによる成果論文）
千田睦美・小川晃子・鎌田弘之，2017，「血圧遠隔見守
　りを行う看護職からみた必要な視点と情報－ＩＣＴに
　よる重層的見守りシステムの事例から－」『日本遠隔
　医療学会雑誌』13(2):111-114．※
JST社会技術研究開発センター・秋山弘子編，2015，
　『高齢社会のアクションリサーチ』東京大学出版会．

ともに本報告書に掲載するものである。このうち１題
（小川等　2017）は、優秀論文賞を受賞した。この５題
で明らかにしたことは、服薬支援見守りの利用形態と支
援者の役割（鈴木等　2017）、地域包括ケアにおいて重
層的見守りが有効であること（小川等　2017）、ICTを
活用した見守りシステムの構築にあたっての財源は市町
村に求める必要があることや研究者による政策提言の必
要性（齋藤等　2017）、異なる能動的発信を併用した見
守り体制は単独より発信率を上げ効果があること（鎌田
等　2017）、血圧遠隔見守りを行う看護職から必要な視
点と情報（千田　2017）である。
　この他にも、鵜住居で活用してきた電力センサーの異
変把握の解析（中野等　2017）、アクションリサーチの
有効性（小川　2017）、生体情報クラウドサービスの見
守り応用について(鎌田　2018)、被災地における重層的
見守りの有効性（小川　2018）の論考を残してきた。参
考文献において※印をつけたように、本プロジェクトに
よる研究論文は2018年７月時点で９本に達している。
　また、2017年６月19日の釜石市平田におけるスマホ活
用型の血圧測定器への切り替え説明会の様子は、当日夕
方のIBCニュースで放映された。翌20日には、岩手日報
23面で「高齢者を見守るスマホ操作伝授－県立大生、特
養で実習」として掲載された。これら論文や報道は、社
会技術の広報にもつながっている。
　最後に、県内全域における重層的見守り体制普及への
政策提言や合意形成への働きかけについてである。お元
気発信の研究的利用については、お元気発信を開発して
きた岩手県保健福祉部の地域福祉課と長寿社会課、及び
お元気発信を運営している岩手県社会福祉協議会に適宜
報告し、理解と協力を得ている。また、いわて未来づく
り機構の医療・福祉作業部会（部会長小川晃子）の活動
に本プロジェクトを位置づけ知事のラウンドテーブル等
で報告も行ってきている。これにより、政策地域部から
県内の他市町村への説明を求められる等、今後の普及・
実装に対する協力も得られている。
　2018年度から開始された岩手県立大学地域政策センタ
ーの戦略的研究プロジェクトの１つに高齢者自立支援
（代表者小川晃子）が位置づけられたことから、本プロ
ジェクトの成果をさらに促進し、県民生活の向上や外部
資金の獲得につなげていく予定である。
　以上に記したように、1－2で掲げた目標4点について、
すべて成果を出すことができた。
　以下、総括である。本プロジェクトにおいては、2011
年から開始した釜石市鵜住居地区の仮設住宅での重層
的な見守り体制づくりの成果検証が、2015年から開始
した釜石市平田地区へと波及し、さらに2016年から一
関市での取り組みへと波及した。こうしたサイクル
は、特定コミュニティでの解決を要する課題の発見と
分析（Plan1）と解決のための方策の計画と体制づくり
（Plan2）が、計画に即した解決策の実行（Do）へつな

図７．アクションリサーチの研究プロセス
（JSTR社会技術研究開発センター他編　2015）
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鎌田弘之・小川晃子・鈴木亮二・長谷川高志，2017，
　「異なる能動的発信を併用した見守りは単独よりも発
　信率を上げる」『日本遠隔医療学会雑誌』13(2):107-110．※
鎌田弘之，2018，「生体情報クラウドサービスの見守り
　応用について－システムの比較調査―」『日本遠隔医
　療学会雑誌』14(1):20-23．※
中野幸夫・小川晃子・野林正盛，2017，「電気の使い方
　から独居高齢者を見守るシステム－L値積分法を用い
　た異常事態世帯の分析－」『関東学院大学理工/建築
　・環境学会研究報告』60:61-70．※
小川晃子，2004，「Lモードを活用した安否確認システ
　ムの有効性」『福祉情報研究』1(1)：21－30．
小川晃子・狩野徹・佐々木淳他，2011，「ICTを活用し
　た高齢者生活支援型コミュニティづくりプロジェクト
　実践報告」『岩手県立大学社会学部紀要』13：65－69．
小川晃子・千田睦美・佐々木淳他，2013「被災地におけ
　る社会的孤立の防止と生活支援型コミュニティづくり」
　『岩手県立大学地域政策研究センター震災復興化研究
　成果報告書』　2013：7－12．
小川晃子，2017，「地域包括ケアにおける重層的見守り
　の効果―被災地におけるアクションリサーチの事例検
　証を通して」『日本福祉介護情報学会2017年度研究大
　会要旨集』7-8．※
小川晃子・鎌田弘之・齋藤昭彦・千田睦美・鈴木亮二・
　長谷川高志，2017，「地域包括ケアにおける重層的見
　守りの有効性－釜石市平田における実証実験を事例と
　して－」『日本遠隔医療学会雑誌』13(2):99-102．※
小川晃子，2018，「被災地におけるICTを活用した孤立
　防止と生活支援型コミュニティづくり」『地域ケアリ
　ング』20(8):122-124．※
齋藤昭彦・小川晃子・鎌田弘之・鈴木亮二・千田睦美・
　長谷川高志，2017，「ＩＣＴ活用による高齢者見守り
　システムの市町村での実施方策－地域包括ケアシステ
　ムの構築に向けての政策形成・政策提言のために－」
　『日本遠隔医療学会雑誌』13(2):103-106．※
鈴木隆雄・増井幸恵・吉田英世他．戦略的創造研究推進
　事業（社会技術研究開発）コミュニティで創る新しい
　高齢社会のデザイン研究開発プロジェクト「新しい高
　齢者の健康特性に配慮した生活機能指標の開発」研究
　開発実施終了報告書．社会技術研究開発センター　
　2013．
鈴木亮二・長谷川高志・小川晃子・鎌田弘之，2017，
　「服薬支援装置の利用形態と支援者の役割」『日本遠
　隔医療学会雑誌』13(2):95-98．※
【注】
１）「お元気発信」は岩手県立大学が商標登録している。
登録番号5706283.
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